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医療的ケア児に係る国の制度等の概要 
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１ 自治体において保健・

医療福祉等の連携促進に

努める

２ 自治体において障害児

福祉計画を策定するものと

する

【関連通知】

「医療的ケア児の支援に関する保健、医療、

福祉、教育等の連携の推進について」児童福祉法

第33条の20、

第56 条の6第

2項 障害児支

援ニーズへ

の多様化

へのきめ細

かな対応 【関連告示】

「障害福祉サービス等及び障害児通所

支援等の円滑な実施を確保するため基

本的な指針」

○医療的ケア児に対する支援体制の充実

・協議の場の設置（県・市町村（圏域）

※H30年度末までに設置を基本

・医療的ケア児ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの設置（市町村）

➡ 医療的ケア児等ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修等事業（県）

【H28.6.3 関係府省部局長連名通知】

○厚労省医政局長、雇用均等・児童家庭局長、

社会・援護局障害保健福祉部長
○内閣府子ども・子育て本部統括官

○文科省初等中等教育局長

【H29.3.31 告示】※計画策定のガイドライン

障害者の日

常生活及び
社会生活を

総合的に支

援するため
の法律及び

児童福祉法
の一部を改

正する法律

により改正

児童福祉法の改正 
 第33条の20  
 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他障害児
通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉計画」という。）を定
めるものとする。 
 第56 条の６第２項 

 地方公共団体は、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状
態にある障害児が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉その他各関連分野の支援を受けら
れるよう、保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連絡調整を行うための体制の整備
に関し、必要な措置を講ずるように努めなければならない。 
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岩手県障がい者プラン（抜粋） 平成30年3月策定 

 

４ 多様な障がいへの対応 

①重症心身障がい児・者及び医療的ケア児・者への対応 

ア連携体制の構築 

・保健、医療、福祉、保育、教育等の関連分野が連携を図るための協議の場
を設置し、共通理解に基づき協働する総合的な支援体制を構築の上、身近
な地域において必要な支援が受けられるよう、体制の整備を図ります。 

・重症心身障がい児・者及び医療的ケア児・者支援に携わる支援者の育成
を通じ、支援の充実を図ります。 

 

イ身近な地域における支援の充実 

・身近な地域で必要な支援が受けられるよう、市町村や関係機関と連携し、
地域における課題整理や支援体制の充実を図ります。 

・特に、在宅の重症心身障がい児・者が多い盛岡圏域においては、早期の
支援体制の充実を図ります。 
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岩手県障がい者プラン 

 第1期岩手県障がい児福祉計画（抜粋） 
 

４ 障がい福祉サービス等の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

（2）障がい児支援 

④ 特別な支援が必要障い児に対する体制の整備 特別な支援が必要障い
児に対する体制の整備  

 

ア 重症心身障がい児及び医療的ケアに対する支援体制の充実 
・重症心身障がい児及び医療的ケア児が身近な地域で支援を受けられるよ
うに、地域における課題の整理や支援体制充実を図ります。 

・また、保健、医療、福祉 、保育、教育等の関連分野が連携を図るための協
議の場を設置し、共通理解に基づき協働する総合的な支援体制を構築の上、
身近地域おいて必要な支援が受けられるよう、体制の整備を図ります。 

・加えて、医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネー
ターの配置を市町村に働きかけます。 
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（3）相談支援 

②自立支援協議会を中核とする関係機関の連携の推進 

・また、障がい者等が安心して地域に住むことができるよう、自立支援協議会
と居住支援協議会との連携に努めるとともに、発達障がい者又は発達障がい
児（以下「発達障がい者等」といいます。）や重症心身障がい児者、医療的ケ
ア児、高次脳機能障がい者及び難病患者等への支援体制の整備に向け、
県自立支援協議会において、発達障がい者支援センターや高次脳機能障
がい支援拠点、難病相談支援センター等の専門機関と連携し、検討を行い
ます。 
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① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いて
いる圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等） 

９圏域 

② 人口（H29.10） 1,254,807人 

③ 医療的ケア児支援のための協議の場 
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名） 

岩手県重症心
身障がい児・者
及び医療的ケ
ア児・者支援推
進会議 

④ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 
（Ｈ29.9） 

０人 
※県独自実施研修
の修了者数：30人 

⑤ 医療型短期入所事業所数（Ｈ29.9） ５箇所 

⑥ ４０歳未満の障害児者に対して訪問診療を行う医療機関数
（うち小児患者に対応できる医療機関数）（H28.10） 

約14箇所 
（14箇所） 

⑦ ４０歳未満の障害児者に対して入院治療を受け入れる病院
数（うち小児患者に対応できる病院数）（H29.9） 

13箇所 
（12箇所） 

⑧ 訪問看護事業所数 
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）(H28.10） 

85箇所 
（28箇所） 

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数） 
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）（H28.4） 

43.1％
（143/328箇所） 

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児
数（H29.5） 

55名 

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
（H29.5） 

39名 

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を
使用している通学生数（H29.5） 

4名 

１．基礎情報 

岩手県重症心身障がい児・者及び医療的
ケア児・者支援推進会議で 
岩手県の支援体制を検討 

11 



２．重症心身障がい児・者・医療的ケア児・者支援の取組概要 
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１ 岩手県重症心身障がい児・者及び医療的ケア児・者支援推進会議の設置 
    （平成30年度～、実施主体：県） 
  重症心身障がい児・者及び医療的ケア児・者の課題を抽出し、その解決を図るための 
 方策等を検討するため設置した。 
  ※平成28年度からの岩手県重症心身障がい児・者支援推進会議を強化・拡充 

 
２ 岩手県療育センターの移転改築 
  超重症児（者）等に対応した県内の療育拠点として、平成30年1月5日に新センターと 
 して移転開設した。 
  
３ 在宅超重症児（者）等短期入所受入体制支援事業の実施 
  （平成29年度～、実施主体：県、市町村） 
  医療的ケアを必要とする在宅の超重症児（者）及び準超重症児（者）を介助する家族  
 の精神的・身体的負担の軽減に向け、短期入所の充実を図るため補助事業を実施した。 
 
４ 実態調査の実施（平成27年度、実施主体：県） 
  重症心身障がい児・者の今後の入所や在宅での支援を検討する上での基礎資料と 
 するため、実態調査を実施した。 
  平成30年度において、医療的ケア児・者も対象に調査を実施 
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５ 支援者育成事業の実施（平成27年度～、実施主体：県） 

  重症心身障がいについて、医療と福祉の連携による支援を担う人材を育成するために、
看護職員等向けの研修と相談員等向けの研修を県内９障がい保健福祉圏域で実施。 

 
６ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（療養生活支援事業）の実施 
  在宅で療養する小慢児童等のうち、医師の診断により人工呼吸器又は体外式補助 
 人工心臓等を装着している者で、一時的に在宅療養が困難になった場合に、医療機 
 関において一時的な預かりを行うための事業を実施。 
 
７ 特別支援学校医療的ケア体制整備事業に係る研修会（実施主体：県） 
  医療的ケアに関する基礎的な理解と知識を確認するとともに、各校における取組 
 の成果と課題等について協議するなど、医療的ケアを必要とする児童生徒に対する 
 適切なケアに向けて、医療的ケア実施校の任用看護師及び医療的ケア担当教員等を 
 対象に実施。 
 
８ 岩手県教育支援委員会の開催（兼医療的ケア運営協議会）（実施主体：県） 
  医療的ケアの適切な実施に向け、看護師等の配置、特別支援学校と医師及び医療 
 機関の連携協力、医療安全に関する指針の提示など総括的に管理する体制整備を 
 推進。 
 
９ 医療的ケア児に係る庁内連携会議（仮称）を設置（平成30年度～） 
  医療的ケア児に係る施策を所管する県庁内の課室間の連携強化を図る。 
  
 


